
（アウトプット指標による目標）

（アウトカム指標による目標）

事業番号 199

「日本経済再生に向けた緊急経済対策」進捗管理シート（経済産業省）

対策の柱立て（大区分） Ⅱ．成長による富の創出

担当部局 中小企業庁

対策の柱立て（中区分） ２．中小企業・小規模事業者・農林水産業対策

対策の柱立て（小区分①） （１）中小企業・小規模事業者等への支援

担当課 財務課

対策の柱立て（小区分②）
①新たなビジネスへのチャレンジの支援、ものづくり支援、商店
街の活性化等

対策における施策の名称

（事業名） 消費税転嫁対策窓口相談等事業 新規/既存 ■新規　　　□既存

平成24年度補正予算額 42.1億円
一般会計/特別会計

（特会の場合には名称も記
載）

　一般会計

事業の内容
（予算については、
予算の使途及び

予算を交付等する対象者
を明記）

消費税率の二段階にわたる引上げや制度変更の円滑な実施のため、中小企業団体等が行う講習
会、相談窓口の設置やパンフレット等による周知などに対して補助する。

実施方法 　□直接実施　　　□委託・請負　　　　■補助金　　　　□負担金　　　　□交付金　　　　□貸付金　　　　□その他（　　　）

アウトプット指標（進捗指標）

アウトカム指標（効果指標）

事業の進捗状況

予算の執行状況

（進捗実績、
今後のスケジュール）

執行早期化のために
講じている工夫

・事業計画の早期策定

事業に関するURL
（事業実施場所、補助先等）

日本商工会議所（http://www.jcci.or.jp/）
全国商工会連合会（http://www.shokokai.or.jp/）
全国中小企業団体中央会（http://www.chuokai.or.jp/）
全国商店街振興組合連合会（http://www.syoutengai.or.jp/）
独立行政法人中小企業基盤整備機構（http://www.smrj.go.jp/）

○25年3月時点で基金へ42.1億円交付決定
○基金からの支出決定済額

○消費税率の引上げに伴う価格転嫁等に関する中小企業・小規模事業者向けの相談体制等の整備
・中小企業・小規模事業者の相談できる窓口の設置件数
※中小企業・小規模事業者へのきめ細かい支援を提供できるよう、全国各地の商工会・商工会議所
などに相談窓口を設置。

国 

中小企業団体（全国組織） 

【日本商工会議所、全国商工会連合会、全国中小企

業団体中央会、全国商店街振興組合連合会】 

国 

認定経営革新等

支援機関等 

【独立行政法人中小企業基盤整備機構】 

（独）中小企業基盤整備機構 

実施済（平成25年3月18日に交付

決定） 
実施済（平成25年3月11日に交付決定） 

交付（6月中予定） 

中小企業団体 

（単会、都道府県連） 

一部再委託（4月1日） 

直接実施 

 （4月） 

直接実施 

 （4月） 


